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第95回 定時株主総会
招集ご通知

開催概要
＜日時＞
2020年６月23日（火）
午前10時　（受付開始　午前９時）
＜場所＞
東京都千代田区神田錦町三丁目28番地
学士会館　２階　210号会議室

＜新型コロナウイルス感染拡大にともなうお願い＞
1．できるだけ書面もしくはインターネットで議決

権を行使くださいますようお願い申し上げます。
　議決権行使期限
　2020年６月22日（月）午後5時30分まで
2．会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒

液を配備します。
3．ご来場の株主様は、マスクの持参・着用をお願い

申し上げます。
4．株主総会に出席する役員、および運営スタッフ

は、マスクを着用して対応させていただきます。
5．株主総会の議事は簡略化し、例年より時間を短縮

して行う予定です。
6．会場受付付近で検温をさせていただき、発熱が

あると認められる方、体調不良と思われる方、
海外から帰国されてから14日間が経過していな
い方は、入場をお断りし、お帰り頂く場合がご
ざいます。

7．新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ご用意
できる席数が例年より大幅に減少いたします。
満席となった場合は、入場をお断りする場合がご
ざいます。予めご了承ください。
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（証券コード 5476）
2020年６月２日

株 主 各 位
東京都千代田区岩本町一丁目10番５号
日本高周波鋼業株式会社
代表取締役
社　　　長 藤 井 晃 二

第95回　定時株主総会招集ご通知
拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第95回定時株主総会を下記により開催いたしますのでご案内申し上げます。
　なお、新型コロナウイルス感染拡大を防止するため、事情をご推察の上、できるだけ書
面またはインターネットによって議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。お
手数ながら後記株主総会参考書類（５ページから11ページまで）をご検討くださいまし
て、2020年６月22日（月曜日）午後５時30分までに議決権をご行使いただきますようお
願い申し上げます。

【書面（議決権行使書）により議決権を行使される場合】
　同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着す
るようご返送ください。

【インターネットによる議決権行使の場合】
　インターネットにより議決権行使サイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）にアクセスいただ
き、画面の案内に従って賛否を入力し、上記の行使期限までに議決権を行使していただきますよう
お願い申し上げます。
　議決権行使サイト（https://soukai.mizuho-tb.co.jp/）より議決権をご行使いただく場合、その
他議決権行使に関する事項は、４ぺージの「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照
ください。
　なお、議決権行使書面とインターネットによる方法と重複して議決権を行使された場合は、イン
ターネットによる議決権行使を有効なものとします。インターネットにより複数回行使された場合
は、最後に行われたものを有効とします。

敬　具

－ 1 －

株主各位
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記

１．日 時 2020年６月23日（火曜日）午前10時

２．場 所 東京都千代田区神田錦町三丁目28番地
学士会館　２階　210号会議室

３．株主総会の目的である事項
報 告 事 項 ⒈　第95期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類ならびに計算書類報告の件
⒉　会計監査人および監査役会の第95期連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項 第１号議案　取締役７名選任の件
第２号議案　監査役１名選任の件
第３号議案　補欠監査役１名選任の件

４．招集にあたっての決議事項
　代理人により議決権を行使される場合は、代理人は議決権を有する他の株主１名とさ
せていただきます。その際、株主様ご本人の議決権行使書用紙とともに、代理権を証明
する書面を当日に会場受付にご提出ください。

以　上

●開場時間は、午前９時とさせていただきます。
●当日ご出席の場合は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお

願い申し上げます。
●当日当社では軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、ご了承賜りますようお願い申し

上げます。
●法令および当社定款第14条の規定に基づき、連結注記表、個別注記表として表示すべき事項につきま

しては、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.koshuha.co.jp/）に掲載し、ご提供し
ております。なお、連結注記表および個別注記表は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報
告をそれぞれ作成するに際して、連結計算書類、計算書類の一部として、あわせて監査を受けており
ます。

●株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、インター
ネット上の当社ウェブサイト（http://www.koshuha.co.jp/）において掲載させていただきます。

●株主総会当日までの新型コロナウイルス感染拡大の状況や政府等の発表内容等により、日時・場所・
株主総会の目的である事項等を変更する場合には、インターネット上の当社ウェブサイト
（http://www.koshuha.co.jp/）で発表いたしますので、ご確認くださいますようお願い申し上げ
ます。また、会場変更の際は、入場者数の制限を行う場合があります。

－ 2 －

株主各位
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＜新型コロナウイルス感染拡大にともなうお願い＞
1.できるだけ書面もしくはインターネットで議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。
2.会場受付付近で、株主様のためのアルコール消毒液を配備します。
3.ご来場の株主様は、マスクの持参・着用をお願い申し上げます。
4.株主総会に出席する役員、および運営スタッフは、マスクを着用して対応させていただきます。
5.株主総会の議事は簡略化し、例年より時間を短縮して行う予定です。
6.会場受付付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良と思われる方、海

外から帰国されてから14日間が経過していない方は、入場をお断りし、お帰り頂く場合がござい
ます。

7.新型コロナウイルス感染拡大防止のため、ご用意できる席数が例年より大幅に減少いたします。
満席となった場合は、入場をお断りする場合がございます。予めご了承ください。

－ 3 －

株主各位
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インターネットによる議決権行使のご案内
⒈　議決権行使の方法について

１）書面による議決権行使に代えて、当社指定の「議決権行使ウェブサイト」（下記ＵＲＬ）にて議
決権をご行使いただくことができます。ご希望の方は、同封の議決権行使書用紙右片に記載の議
決権行使コードおよびパスワードにてログインの上、画面の案内に従って賛否をご入力ください。
なお、パスワードは初回ログインの際に変更していただく必要があります。

https://soukai.mizuho-tb.co.jp/
２）議決権の行使期限は2020年６月22日（月曜日）午後５時30分となっております。行使期限内に

当社（株主名簿管理人）に到着したものが有効となりますので、お早めにご行使ください。
３）議決権を議決権行使書面とインターネットの双方でご行使いただいた場合は、インターネットに

よるご行使を有効とします。インターネットにより複数回ご行使された場合は、最後にご行使い
ただいたものを有効とします。

４）議決権行使コードおよびパスワード（株主様が変更されたものを含みます）は株主総会の都度、
新たに発行いたします。

５）インターネット接続・利用に関する費用は株主様のご負担となります。

（ご注意）
・パスワードは、ご投票される方がご本人であることを確認する手段です。なお、パスワードを弊社

よりお尋ねすることはございません。
・パスワードは一定回数以上間違えるとロックされ使用できなくなります。ロックされた場合、画面

の案内にしたがってお手続きください。
・議決権行使ウェブサイトは一般的なインターネット接続機器にて動作確認を行っておりますが、ご

利用の機器によっては、ご利用いただけない場合があります。

⒉　お問い合わせ先について

　ご不明点は、株主名簿管理人であるみずほ信託銀行　証券代行部までお問い合わせください。

１）議決権行使ウェブサイトの操作方法等に関する専用お問い合わせ先
　フリーダイヤル　０１２０－７６８－５２４（平日 9：00～21：00）

２）上記以外の株式事務に関するお問い合わせ先
　　　フリーダイヤル　０１２０－２８８－３２４（平日 9：00～17：00）

以　上

－ 4 －

インターネットでの議決権行使について
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案　取締役７名選任の件

　取締役12名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
　当社においては、取締役の監督機能の強化および業務執行体制をより明確にするため、執行役員
制度を導入することを決定しております。これに伴い、取締役を５名減員し、取締役７名の選任を
お願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者番号 氏　名 現在の当社における地位・担当

1
 ふ じ  

藤
い

井
 

 
 こ う  

晃
じ

二 代表取締役社長 再 任

2
こ

湖
 と う  

東
 

 
 あ き  

彰
 ひ ろ  

弘 常務取締役　グループコンプライアンスの
総括、監査室の担当および総務企画本部長 再 任

3
 ど う  

堂
の

野
 

 
  か ず  

和
 ひ ろ  

洋 常務取締役　営業本部長 再 任

4
じょう

定
 む ら  

村
 

 
 

　
たけし

剛 取締役　富山製造所長 再 任

5
 や ま  

山
 ぢ  

地
 

 
 と し  

敏
 ゆ き  

行 新 任

6
 み や  

宮
 じ ま  

島
 

 
 て つ  

哲
や

也 社外取締役（非常勤） 再 任
社 外

独 立

7
 な が  

長
 の  

野
 

 
 ひ ろ  

寛
 ゆ き  

之 新 任
社 外

独 立

－ 5 －

取締役選任議案
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候補者番号  ふ じ  

藤
い

井
 

 
 こ う  

晃
じ

二 ■所有する当社株式の数
5,500株１ （1958年３月26日生） 再 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1980年 4月 株式会社神戸製鋼所入社
2006年 4月 同社鉄鋼部門加古川製鉄所設備部長
2009
2010
2012

年
年
年

4
4
4

月
月
月

同社鉄鋼部門神戸製鉄所設備部長(理事）
同社執行役員（鉄鋼事業部門技術総括部長）
同社常務執行役員（鉄鋼事業部門神戸製鉄所
長）

2014年 4月 同社専務執行役員（鉄鋼事業部門神戸製鉄所
長）

2015年 6月 神鋼鋼線工業株式会社代表取締役社長
2019
2019

年
年

6
6
月
月

当社顧問
当社代表取締役社長
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　該当事項はありません。

選任の理由
　親会社である株式会社神戸製鋼所に入社以来、主に設備部門に従事し、同社鉄鋼事業部門技術総括部長、同部門神戸製鉄所長お
よび神鋼鋼線工業株式会社の代表取締役社長を経て、2019年６月から当社代表取締役社長を務めており、鉄鋼関連事業の経営者
としての豊富な経験と実績から、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者番号 こ

湖
 と う  

東
 

 
 あ き  

彰
 ひ ろ  

弘 ■所有する当社株式の数
9,000株２ （1958年５月７日生） 再 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1982年 4月 株式会社神戸製鋼所入社
1999年 4月 同社電子・情報カンパニー企画管理部付（ジ

ェネシス・テクノロジー株式会社）
2004年 4月 ジェネシス・テクノロジー株式会社（転籍）
2007年 6月 ジェネシス・テクノロジー株式会社取締役
2009年 4月 当社管理部担当部長

2011年 4月 当社管理部長
2014年 6月 当社取締役
2017
2019

年
年

6
6
月
月

当社常務取締役
当社常務取締役　グループコンプライアンス
の総括、監査室の担当および総務企画本部長
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　該当事項はありません。

選任の理由
　親会社である株式会社神戸製鋼所に入社以来、主に企画管理部門に従事し、半導体関連会社の取締役を経て、現在では当社にお
いて常務取締役　グループコンプライアンスの総括、監査室の担当および総務企画本部長を務めており、鉄鋼業界における豊富な
業務経験と見識を有していることから、引き続き取締役候補者としました。

－ 6 －

取締役選任議案
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候補者番号  ど う  

堂
の

野
 

 
 か ず  

和
 ひ ろ  

洋 ■所有する当社株式の数
11,000株３ （1959年５月31日生） 再 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1982年 4月 株式会社神戸製鋼所入社
2004年 4月 同社鉄鋼部門薄板営業部副部長
2007年 4月 同社鉄鋼部門チタン本部チタン営業部長
2011年 4月 同社鉄鋼事業部門厚板営業部長
2014年 4月 同社人事労政部付（当社営業本部副本部長）

2014年 6月 当社取締役
2017
2018

年
年

6
6
月
月

当社常務取締役
当社常務取締役　営業本部長
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　該当事項はありません。

選任の理由
　親会社である株式会社神戸製鋼所に入社以来、主に鉄鋼事業の営業部門に従事し、現在は当社において常務取締役　営業本部長
を務めており、鉄鋼業界における豊富な業務経験と見識を有していることから、引き続き取締役候補者としました。

候補者番号 じ ょ う

定
 む ら  

村
 

　
 

 
た け し

剛 ■所有する当社株式の数
7,600株４ （1963年１月20日生） 再 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1985年 4月 当社入社
2008年 4月 当社工具鋼本部工具鋼営業部担当部長
2011年 4月 当社営業本部工具鋼営業部長
2014年 4月 当社営業本部工具鋼営業部長（理事）

2016

2020

年

年

6

4

月

月

当社取締役　富山製造所副所長（兼）同製造
所業務部長
当社取締役　富山製造所長
(現在に至る)

重要な兼職の状況
　エヌケイ精工株式会社　代表取締役社長

選任の理由
　当社に入社以来、主に営業部門に従事し、工具鋼営業部長および富山製造所副所長を経て、現在は取締役　富山製造所長を務め
ており、当社における豊富な業務経験と、鉄鋼業界における見識を有していることから、引き続き取締役候補者としました。

－ 7 －

取締役選任議案
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候補者番号  や ま  

山
ぢ

地
 

 
 と し  

敏
 ゆ き  

行 ■所有する当社株式の数
0株５ （1970年12月７日生） 新 任

略歴ならびに当社における地位および担当
1993年 4月 株式会社神戸製鋼所入社
2006年 1月 同社経理部主任部員
2012
2016
2017

年
年
年

4
4
4

月
月
月

同社経営企画部主任部員
同社経営企画部担当部長
同社鉄鋼事業部門企画管理部担当部長

2017年 6月 当社取締役（非常勤）
2018

2019
2020

年

年
年

4

6
4

月

月
月

株式会社神戸製鋼所鉄鋼事業部門企画管理部
長
当社取締役（非常勤）　退任
同社鉄鋼アルミ事業部門管理部長
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　株式会社神戸製鋼所　鉄鋼アルミ事業部門管理部長

選任の理由
　親会社である株式会社神戸製鋼所において、主に企画管理部門に従事し、同社鉄鋼事業部門企画管理部長を経て、現在は同社鉄
鋼アルミ事業部門管理部長として関係会社管理等を担当しており、当社の事業運営全般に対する監督機能を期待できると判断した
ことから、取締役候補者といたしました。

候補者番号  み や  

宮
 じ ま  

島
 

 
 て つ  

哲
や

也 ■所有する当社株式の数
0株６ （1970年４月10日生） 再 任 社 外 独 立

略歴ならびに当社における地位および担当
1997年 4月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

梶谷綜合法律事務所入所
（現在に至る）

2014年 4月 第一東京弁護士会　監事
2016年 6月 当社社外取締役（非常勤）

（現在に至る）

重要な兼職の状況
　梶谷綜合法律事務所　弁護士

選任の理由
　同氏は直接経営に関与された経験はありませんが、社外取締役として法律遵守・コンプライアンス経営の推進について当社に助
言いただき、当社経営に資するところが大きいことから、引き続き社外取締役候補者としました。

－ 8 －

取締役選任議案
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候補者番号  な が  

長
 の  

野
 

 
 ひ ろ  

寛
 ゆ き  

之 ■所有する当社株式の数
0株７ （1955年10月20日生） 新 任 社 外 独 立

略歴ならびに当社における地位および担当
1978年 4月 松下電器産業株式会社入社（現　パナソニッ

ク株式会社）
2009年 4月 パナソニックプラズマディスプレイ株式会社

代表取締役社長
2012年 4月 大阪大学大学院　工学研究科ビジネスエンジ

ニアリング専攻特任教授

2013年 4月 兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構教授
（現在に至る）

2016年 6月 エスペック株式会社　社外取締役
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　兵庫県立大学　産学連携・研究推進機構教授
　エスペック株式会社　社外取締役

選任の理由
　会社の経営や社外取締役の経験から、会社経営の監督機能強化および長年の技術者としての知識や経験から技術面から見た事業
運営への助言も期待できると判断したことから、社外取締役候補者としました。

（注）1.　各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2.　株式会社神戸製鋼所は、当社の特定関係事業者（親会社）であり、同社の業務執行者である

候補者および過去５年間に業務執行者であった候補者の同社における地位および担当は略歴
に記載のとおりであります。

3.　宮島哲也、長野寛之の両氏は社外取締役候補者であります。
4.　当社は宮島哲也氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としており、再任された場合には、同氏との
間で当該契約を継続する予定であります。

5.　当社は宮島哲也氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、再任され
た場合には、引き続き独立役員とする予定であります。なお、当社は宮島哲也氏が所属する
梶谷綜合法律事務所と顧問契約を締結しておりますが、当社が直前事業年度に同所に支払っ
た報酬額は僅少であるため、同氏の独立性に問題はないと判断しております。

6.　宮島哲也氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって４年であります。
7.　当社は長野寛之氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限
度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

8.　当社は長野寛之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定であります。

なお、会社法施行規則第74条に定める、取締役の選任に関する議案に記載すべき事項につきまし
ては、上記の他に特記すべき事項はありません。

－ 9 －

取締役選任議案
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第２号議案　監査役１名選任の件
　現監査役のうち、中條芳治、松本博明の両氏は本総会終結の時をもって任期満了となりますので
監査役１名の選任をお願いするものであります。
　監査役候補者は次のとおりであります。
　なお、本議案の提出につきましては、予め監査役会の同意を得ております。

 た か  

髙
お

尾
 

 
わ

和
 い ち  

一
 ろ う  

郎（1974年８月17日生）
■所有する当社株式の数

0株 新 任 社 外 独 立

略歴および当社における地位
2000年 4月 弁護士登録（第一東京弁護士会）

長島大野常松法律事務所入所
2004年 8月 UCLA School of Law入学
2005年 5月 UCLA School of Law卒業
2006年12月 永沢総合法律事務所入所

（現在に至る）

2015年 4月 再就職等監視委員会　再就職等監察官（内閣
府・非常勤）
（現在に至る）

2017年 6月 当社　補欠監査役
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　永沢総合法律事務所パートナー弁護士
　再就職等監視委員会　再就職等監察官（内閣府・非常勤）

選任の理由
　弁護士として培われた高度な専門知識が、当社の業務執行に対する適切な監督に寄与頂けると判断し、社外監査役候補者としま
した。なお、同氏は直接経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外監査役としての職務を適切に遂行頂けると
判断いたしました。

（注）1.　候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.　髙尾和一郎氏は、社外監査役候補者であります。
3.　髙尾和一郎氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく
損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

4.　当社は髙尾和一郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出る予定でありま
す。

なお、会社法施行規則第76条に定める、監査役の選任に関する議案に記載すべき事項につきまし
ては、上記の他に特記すべき事項はありません。

－ 10 －

監査役選任議案
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件
　2019年６月26日開催の第94回定時株主総会において補欠監査役に選任された髙尾和一郎氏の選
任の効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定める社外監査役の員数を欠くこ
とになる場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。
　なお、本選任につきましては、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議によりそ
の選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠の監査役候補者は、次のとおりであります。

 は ま  

濵
 む ら  

村
 

 
 か ず  

和
 の り  

則 ■所有する当社株式の数
0株（1953年４月23日生）

略歴および当社における地位
1976 11月 新和監査法人入所（現　有限責任あずさ監査

法人）
1981年 8月 公認会計士登録
2015年 6月 有限責任あずさ監査法人　定年退職
2016年 7月 株式会社ＮＨＫグローバルメディアサービス

監査役
（現在に至る）

重要な兼職の状況
　株式会社ＮＨＫグローバルメディアサービス監査役（2020年６月23日　退任予定）

選任の理由
　直接経営に関与された経験はありませんが、公認会計士として長年監査法人に勤めた経験と知識を持ち、当社の業務執行に対す
る監査業務を適切に遂行して頂けると判断したことから、補欠の社外監査役候補者としました。

（注）1.　候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
2.　濵村和則氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
3.　濵村和則氏は2020年６月24日に公益財団法人ＮＨＫ交響楽団の監事に、2020年６月25日に

公益財団法人ＮＨＫサービスセンターの監事に就任を予定しております。
4.　濵村和則氏が監査役に就任した場合には、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。当該契約に基づく損害
賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額としております。

以　上

－ 11 －

補欠監査役選任議案
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（添付書類）
事　業　報　告

（ 2019年 4 月 1 日から ）2020年 3 月31日まで

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過およびその成果

　当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の底堅さや雇用・所得環境の改善はみられたもの
の、米中貿易摩擦の長期化に加え、新型コロナウイルス感染症の影響により、厳しい状況とな
りました。
　こうした経済環境のなか、当社グループにおいては、売上数量が減少するとともに、原燃料・
副資材等のコストが上昇し、業績は著しく悪化しました。一方、貯蔵品の会計処理方法の変更
による増益影響もありました。
　これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高372億８千７百万円(前年同期比9.8％減)、
営業損失５百万円(前年同期は７億４千８百万円の営業利益)、経常利益６千２百万円(前年同期
比92.7％減)、親会社株主に帰属する当期純損失４千９百万円(前年同期は２億４千４百万円の
親会社株主に帰属する当期純利益)となりました。
　当期の配当につきましては、業績および財務状況を勘案し、誠に遺憾ながら見送ることとさ
せていただきます。株主の皆様には、多大なご迷惑をおかけすることとなり、誠に申し訳なく
深くお詫び申しあげます。何卒ご理解を賜わりますようお願い申しあげます。

　各セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　部門別の状況
〔特殊鋼部門〕
　販売価格の改善があったものの、工具鋼、特殊合金、軸受鋼の各製品分野で売上数量が減少
し、当連結会計年度の売上高は268億５千５百万円（前年同期比7.1％減）となりました。損益
面では、販売価格の改善や貯蔵品の会計処理方法の変更による増益影響があったものの、売上
数量の減少、原燃料コストの上昇などにより、２億５千９百万円の営業損失（前年同期は１億
３千８百万円の営業利益）となりました。

〔鋳鉄部門〕
　トラック等の商用車向け、産業機械向け、建設機械向けの売上数量が減少し、当連結会計年
度の売上高は85億９千９百万円（前年同期比16.7％減）となりました。損益面では、貯蔵品の
会計処理方法の変更による増益影響はあったものの、売上数量の減少などにより、営業利益は
２億４千万円（前年同期比62.3％減）となりました。

－ 12 －

事業の経過およびその成果
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〔金型・工具部門〕
　自動車向け金型の売上高が減少し、当連結会計年度の売上高は18億３千２百万円（前年同期
比11.9％減）となりました。損益面では、売上高の減少があったものの、固定費の削減などに
より、１千２百万円の営業利益（前年同期は２千７百万円の営業損失）となりました。

②　部門別販売状況
（金額：百万円）

部 門 前期・94期 当期・95期 増減率
（％）販売金額 構成比(％) 販売金額 構成比(％)

特 殊 鋼
工 具 鋼 12,808 31.0 11,806 31.6 △7.8
特 殊 合 金 9,095 22.0 8,838 23.7 △2.8
軸 受 鋼 他 7,005 16.9 6,210 16.7 △11.4

小 計 28,909 69.9 26,855 72.0 △7.1
鋳 鉄 10,328 25.1 8,599 23.1 △16.7
金 型 ・ 工 具 2,079 5.0 1,832 4.9 △11.9
合 計 41,317 100.0 37,287 100.0 △9.8
(上記の内、輸出額) (4,861) (11.8) (4,497) (12.1) (△7.5)

－ 13 －

事業の経過およびその成果
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⑵　対処すべき課題
当社グループは、2016~2020年度中期経営計画を基に、経済環境変化に対応しながら事業体質

の強化と収益力の強化に取り組んでまいりました。今後のわが国経済につきましては、新型コロナ
ウイルス感染症影響による景気の後退が懸念され、当社グループを取り巻く経営環境は、大変厳しく
予断を許さない状況にあります。そのような環境においても、これまでと同様に社会に必要とされ
るものづくりの会社を目指して「品質」「納期」「コスト」「新製品開発」を追究し、以下の諸
課題に取り組んでまいります。

①特殊鋼部門
ア　高付加価値製品を中心とした最大販売量の追究

〔工具鋼分野〕
　自動車用プレス金型用工具鋼、アルミ押出金型用鋼など
〔特殊合金分野〕
　マルテンサイト系ステンレス鋼、耐熱鋼など

イ　製品品質の向上と安定化
　・操業管理の定量化と記録の徹底による操業再現性の向上
　・操業実績の定量的解析による品質不良の原因究明と操業改善の継続
　・品質安定に重点を置いた製品開発や操業技術の開発

ウ　コスト競争力の強化
　・中期経営計画で実施してきた大型投資効果（分塊圧延ライン更新・加熱炉等の燃料転

換・鍛造3000tプレスのマニプレータ大型化）の追究
　・操業実績の定量的解析による歩留まり改善、エネルギー効率改善の追究

エ　技術開発の推進
　・お客様の課題解決に寄与する新製品の開発
　・品質、コスト改善に重点を置いた製品、製造技術の開発

オ　販売価格の改善
カ　設備管理強化と厳選した老朽化更新による安定生産の維持

②鋳鉄部門
ア　物量の確保

　・新規需要家および新規品の受注拡大
イ　生産性の向上

　・自硬性鋳物製品の生産能力拡大
ウ　品質の向上と安定化

　・最適な製造条件の追究および設備改善等の実施

－ 14 －

対処すべき課題
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③金型・工具部門
ア　高付加価値製品の拡販

　・大手自動車部品製造ユーザーの受注底上げ、自動車以外を含めた新規ユーザーの開拓
イ　コスト競争力強化

　・工法や工程の見直しおよび外注費低減等によるコストダウンの推進
ウ　金型の設計から製作までの一貫したサービスを行うツーリングメーカへの展開

　・製販一体となった販売の促進

また「KOBELCOの３つの約束と６つの誓い」を念頭に置き、コンプライアンス意識の醸成を
図りながら、安全活動、環境保全、防災対策、リスクマネジメント体制の強化を進めます。ま
た、当社グループが持続的に成長を続けていくために、組織の活性化による明るい風土作りや、
人材確保と育成に注力してまいります。

　株主の皆様には今後ともより一層のご支援を賜りますようお願い申し上げます。

－ 15 －

対処すべき課題
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⑶　財産および損益の状況の推移
①　企業集団の財産および損益の状況

区 分 第92期
(2016年度)

第93期
(2017年度)

第94期
(2018年度)

第95期
(2019年度)

(当連結会計年度)
売 上 高 36,337 百万円 39,445 百万円 41,317 百万円 37,287 百万円

経 常 利 益 836 百万円 1,284 百万円 846 百万円 62 百万円

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 688 百万円 856 百万円 244 百万円 △49 百万円

１株当たり当期純利益 46.95 円 58.46 円 16.67 円 △3.36 円

総 資 産 40,551 百万円 44,297 百万円 48,016 百万円 47,222 百万円

純 資 産 20,058 百万円 20,822 百万円 20,688 百万円 21,202 百万円
 

（注）2017年10月１日付で10株を１株に併合する株式併合を実施したため、第92期の期首に当該株式
併合が行なわれたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

②　当社の財産および損益の状況

区 分 第92期
(2016年度)

第93期
(2017年度)

第94期
(2018年度)

第95期
(2019年度)
(当　期)

売 上 高 22,988 百万円 24,609 百万円 25,920 百万円 24,327 百万円

経 常 利 益 67 百万円 573 百万円 269 百万円 180 百万円

当 期 純 利 益 214 百万円 467 百万円 △84 百万円 245 百万円

１株当たり当期純利益 14.60 円 31.92 円 △5.75 円 16.76 円

総 資 産 32,464 百万円 35,129 百万円 38,522 百万円 38,658 百万円

純 資 産 19,318 百万円 19,633 百万円 19,187 百万円 19,966 百万円

（注）2017年10月１日付で10株を１株に併合する株式併合を実施したため、第92期の期首に当該株式
併合が行なわれたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

⑷　設備投資の状況
　当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資の総額は19億３千８百万円であり、主なも
のは当社の分塊圧延ライン更新工事３億９千９百万円、加熱炉等の燃料転換工事１億９千４百万
円、36tクレーン更新工事１億３千８百万円であります。

⑸　資金調達の状況
　当連結会計年度における企業集団の設備投資資金は、自己資金および借入金により充当いたしまし
た。当企業集団において増資、社債発行等による資金調達はありません。

－ 16 －

財産および損益の状況の推移、設備投資の状況、資金調達の状況
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⑹　主要な事業内容（2020年３月31日現在）
特殊鋼部門 ：工具鋼、特殊合金及び軸受鋼製品（鋼線・線材・棒材・鍛鋼品・二次加工品等）

の製造・販売
鋳鉄部門 ：自動車部品や建設機械・産業機械部品等の特殊鋳物製品の製造・販売
金型・工具部門：金型及び金型部品、各種切削工具等の製造・販売

⑺　主要な営業所および工場（2020年３月31日現在）
特殊鋼部門 当社本社 ：東京都千代田区岩本町一丁目10番５号

支店 ：大阪（大阪府大阪市）
：名古屋（愛知県瀬戸市）

製造所 ：富山製造所（富山県射水市）
㈱カムス ：関東テクノセンター（群馬県太田市）

：中部テクノセンター（愛知県瀬戸市）
鋳鉄部門 高周波鋳造㈱ ：本社工場（青森県八戸市）
金型・工具部門 高周波精密㈱ ：本社工場（千葉県市川市）

⑻　従業員の状況（2020年３月31日現在）
①　企業集団の従業員の状況

部 門 の 名 称 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減
特 殊 鋼 840名 +6名
鋳 鉄 324名 +10名
金 型 ・ 工 具 120名 △3名

合 計 1,284名 +13名

②　当社の従業員の状況
従 業 員 数 前期末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

571名 +7名 40才０ヶ月 14年０ヶ月
（注）　上記従業員数には、出向者30名を含んでおりません。

－ 17 －

主要な事業内容、主要な営業所および工場、従業員の状況
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⑼　重要な親会社および子会社の状況（2020年３月31日現在）
①　親会社の状況

　当社の親会社は株式会社神戸製鋼所で、同社は当社の株式を51.68％所有しております。同社か
らは原材料等を購入し、同社には特殊鋼製品等の販売を行っております。
　原材料等の購入については、市場の実勢価格をみて価格交渉の上、決定しております。
　特殊鋼製品等の販売については、市場価格や総原価を勘案して価格交渉の上、決定しております。
　当社取締役会は、これらの取引は、親会社から独立して最終的な意思決定を行っているとして、
当社グループの利益を害するものではないと判断しております。
　また、同社からは取締役１名が就任しております。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資本金 議決権比率 主要な事業内容

高 周 波 鋳 造 株 式 会 社 400百万円 100 ％ 鋳鉄製品の製造・販売

高 周 波 精 密 株 式 会 社 400 100 金型、工具、機械部品等の製
造・販売

株 式 会 社 カ ム ス 300 100 各種鋼材の加工・販売、金属
の熱処理・表面処理

エ ヌ ケ イ 精 工 株 式 会 社 80 100 金属の熱処理および各種加
工、鍛造品の製造・販売

麦卡発商貿(上海)有限公司 800千元 100
鋼材、合金材料、金属製品の
卸売・輸出入・アフターサー
ビス

株式会社東北コアセンター 10百万円 (100) 鋳物用中子の製造、鋳鉄製品
の加工

（注）　麦卡発商貿(上海)有限公司を除く上記の重要な子会社は、連結対象子会社であります。なお、
株式会社東北コアセンターは高周波鋳造株式会社を通じての間接子会社であり、括弧内は間接
子会社としての議決権比率を示しております。

⑽　当社の主要な借入先および借入額（2020年３月31日現在）
借 入 先 借入金残高

コベルコフィナンシャルセンター株式会社 9,423 百万円

－ 18 －

重要な親会社および子会社の状況、当社の主要な借入先および借入額
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⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社の親会社である株式会社神戸製鋼所および当社を含む神戸製鋼グループ数社は、2017年11月
にカナダにおいて、神戸製鋼グループの製造した自動車向け金属製品（以下「対象製品」といいま
す）や、対象製品を使用して製造された自動車に関する、経済的損失の賠償等を求めるクラスアクシ
ョンを提起されておりましたが、2019年６月７日（現地時間）、原告との間で和解に合意し、和解の
基本合意書を締結しました。2019年11月には正式な和解合意書を締結し、現在、裁判所の和解承認
の手続きを行っております。

－ 19 －

その他の企業集団の現況に関する重要な事項
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２．当社の概況（2020年３月31日現在）
⑴　株式に関する事項

①　発行可能株式総数 24,000,000株
②　発行済株式の総数 14,655,940株

　　　　　　　　　（自己株式31,677株を除く）
　　（注）自己株式については失念株式100株が含まれております。

③　株主数 10,012名
④　大株主

株 主 名 持 株 数 持株比率
株 式 会 社 神 戸 製 鋼 所 7,575千株 51.68％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 311 2.12
浅 井 産 業 株 式 会 社 271 1.85
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 162 1.10
DFA INTL SMALL CAP VALUE PORTFOLIO 161 1.10
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口５) 151 1.03
林 　 良 策 118 0.80
ａ ｕ カ ブ コ ム 証 券 株 式 会 社 115 0.78
豊 田 通 商 株 式 会 社 110 0.75
株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 88 0.60

　（注）持株比率は自己株式(31千株)を控除して計算し、小数点第３位以下を切り捨てて表示しており
ます。

－ 20 －

当社の概況
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⑵　会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（2020年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況
取 締 役 社 長
(代表取締役) 藤 井 晃 二

常 務 取 締 役 山 名 　 壽 技術開発本部長および特命プロジェクトの担当

常 務 取 締 役 湖 東 彰 弘 グループコンプライアンスの総括、監査室の担当
および総務企画本部長

常 務 取 締 役 堂 野 和 洋 営業本部長

常 務 取 締 役 堀 川 健 一
グループ安全環境防災、品質保証の総括および
富山製造所長
エヌケイ精工株式会社　代表取締役社長

取 締 役 定 村 　 剛 富山製造所副所長（兼）同製造所業務部長

取 締 役 小 野 寺 　 謙 　 司 営業本部副本部長（兼）大阪支店長
麦卡発商貿（上海）有限公司　董事長（非常勤）

取 締 役 村 越 久 人 総務企画本部　副本部長（兼）管理部長
高周波鋳造株式会社　取締役（非常勤）

取 締 役 下 野 茂 治 富山製造所副所長（兼）同製造所設備部長

取 締 役
(非常勤) 松 田 徹 也 株式会社神戸製鋼所　鉄鋼事業部門企画管理部

担当部長
社 外 取 締 役

（非常勤） 宮 島 哲 也 梶谷綜合法律事務所　弁護士

社 外 取 締 役
（非常勤） 小 島 一 美 マイナミ空港サービス株式会社　顧問

監 査 役
(常　勤) 久 留 島 　 靖 　 章 株式会社カムス　監査役（非常勤）

監 査 役
(非常勤) 中 條 芳 治 高周波鋳造株式会社　監査役（非常勤）

高周波精密株式会社　監査役（非常勤）
社 外 監 査 役
(非常勤) 松 本 博 明

社 外 監 査 役
(非常勤) 小 原 孝 秀

（注）1.　取締役　宮島哲也、小島一美の両氏は会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。
2.　監査役　松本博明、小原孝秀の両氏は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

－ 21 －

当社の概況
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3.　当社は取締役　宮島哲也、小島一美の両氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ております。

4.　監査役　小原孝秀氏は、過去に親会社である株式会社神戸製鋼所の経理・資金部門およびシ
ンフォニアテクノロジー株式会社の経理・資金・財務部門において、長年にわたり業務に携
わっており、会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

5.　事業年度中に退任した役員は次のとおりであります。
退任時の地位 氏 名 退任時の担当および重要な兼職の状況 退任年月日

取 締 役 社 長
（代表取締役） 河 瀬 昌 博 神鋼鋼線工業株式会社代表取締役社

長
2019年６月26日
任期満了による退任

取 締 役
（非常勤） 山 地 敏 行 株式会社神戸製鋼所　鉄鋼事業部門

企画管理部長
2019年６月26日
任期満了による退任

6.　2020年４月１日付の取締役の地位、担当および重要な兼職の異動は次のとおりであります。
地 位 氏 名 異動後の担当および重要な兼職の状況

取 締 役 定 村 　 剛 富山製造所長
エヌケイ精工株式会社　代表取締役社長

取 締 役 下 野 茂 治 グループ安全環境防災、品質保証の総括および
富山製造所副所長（兼）同製造所設備部長

取 締 役
（ 非 常 勤 ） 堀 川 健 一 神鋼鋼線工業株式会社　執行役員

取 締 役
（ 非 常 勤 ） 松 田 徹 也 株式会社神戸製鋼所　素形材事業部門企画管理部

担当部長
7.　当社と取締役　宮島哲也、小島一美の両氏および各監査役は、会社法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、
会社法第425条第１項に定める額としております。

②　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
区 分 人 数 報酬等の額

取 締 役
( 内  社  外  取  締  役 )

12名
（２名）

174,520千円
（9,600千円）

監 査 役
( 内  社  外  監  査  役 )

４名
（２名）

32,400千円
（8,160千円）

合 計 16名 206,920千円 
（注）1.　上記には、2019年６月26日開催の第94回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名

を含んでおります。
2.　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3.　上記支給額のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額27,720千円を支払っております。
4.　株主総会の決議による取締役の報酬限度額は年額245百万円であります。

（1990年６月28日開催の第65回定時株主総会決議）
5.　株主総会の決議による監査役の報酬限度額は年額44百万円であります。

（1994年６月29日開催の第69回定時株主総会決議）

－ 22 －
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⑶　社外役員に関する事項
①　取締役　宮島哲也

ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項
梶谷綜合法律事務所　弁護士
当社は同事務所と顧問契約を締結しておりますが、当社からの支払い報酬は同事務所の規模に
比して僅少であり、社外役員の独立性に影響を及ぼす事項はありません。

イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項
　該当事項はありません。

ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

エ　当事業年度における主な活動状況
　取締役会は19回開催中19回出席し、必要に応じ主に弁護士として培った経験・見識から会社経
営の監督機能強化およびコンプライアンス経営等について発言を行っております。

オ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

②　取締役　小島一美
ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

公益財団法人スペシャルオリンピックス日本　常務理事（2019年11月退任）
マイナミ空港サービス株式会社　顧問（2020年１月就任）
各社と当社との間に重要な取引関係はありません。

イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項
　該当事項はありません。

ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係
　該当事項はありません。

エ　当事業年度における主な活動状況
　取締役会は19回開催中18回出席し、必要に応じ主に金融機関で培った経験・見識から会社経営
の監督機能強化および事業運営等について発言を行っております。

オ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

③　監査役　松本博明
ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

該当事項はありません。
イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

　該当事項はありません。
ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。
エ　当事業年度における主な活動状況

　取締役会は19回開催中19回出席し、監査役会は14回開催中14回出席いたしました。取締役会
においては、必要に応じ長年の鉄鋼業界における経験をもとに、客観的な視点から当社への経営
への助言や取締役の職務が適正に執行されるよう発言を行っております。また、監査役会におい
ては、適宜必要な発言を行っております。

オ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。
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④　監査役　小原孝秀
ア　他の法人等の業務執行者との重要な兼職に関する事項

該当事項はありません。
イ　他の法人等の社外役員等との重要な兼職に関する事項

　該当事項はありません。
ウ　主要取引先等特定関係事業者との関係

　該当事項はありません。
エ　当事業年度における主な活動状況

　取締役会は19回開催中19回出席し、監査役会は14回開催中14回出席いたしました。取締役会
においては、長年にわたる財務・経理業務の経験をもとに、客観的な視点から当社への経営への
助言や取締役の職務が適正に執行されるよう発言を行っております。また、監査役会においては、
適宜必要な発言を行っております。

オ　当社の親会社または親会社の子会社から当事業年度の役員として受けた報酬等の額
　該当事項はありません。

⑷　会計監査人の状況
①　名称　　有限責任 あずさ監査法人
②　報酬等の額

区 分 支 払 額
当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額（注） 50百万円
当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 50百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記の金額にはこれ
らの合計額を記載しております。

③　監査役会が会計監査人の報酬等について同意した理由
　会計監査人である有限責任あずさ監査法人から説明を受けた当事業年度の監査計画に係る監査時
間・配員計画から見積もられた報酬額の算出根拠等について、監査業務と報酬との対応関係が詳細
かつ明瞭であることから、合理的なものであると判断いたしました。

④　非監査業務の内容
　該当事項はありません。

⑤　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社では、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号記載のいずれかに該当すると認
められた場合には、監査役全員の同意のもとに会計監査人を解任します。
　また、会計監査人が会計監査を適切に遂行できないと判断されるとき、その他その必要があると
判断した場合、監査役会が当該会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定します。
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３．会社の業務の適正を確保するための体制および運用状況

（１）会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社の業務ならびに当社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要な体制
を、以下のとおり定めております。

①　取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
ア　会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるため、取締役会は企業統治を一層強化す

る観点から、実効性ある内部統制システムの構築と会社による全体としての法令定款遵守の体制
の確立に努める。

イ　法令等を遵守した行動をとるための基本方針として「KOBELCOの3つの約束と6つの誓い」を
定めるとともに、具体的なコンプライアンス活動の基本的な事項として「コンプライアンス規程」
を定め、その周知徹底と遵守の推進を図る。

ウ　会社内に、取締役会の助言機関として外部委員を入れた「コンプライアンス委員会」を設置す
る。

エ　「KOBELCOの3つの約束と6つの誓い」や法令定款違反、社内規則違反あるいは社会通念に反
する行為などの情報が経営者に正しく伝わる制度（内部通報制度）により、通報者の保護を図る
とともに透明性を維持した的確な対処の体制を整備する。

②　財務報告の適正性確保のための体制整備
　「財務報告に係る内部統制基本規程」に従い財務報告の適正性を確保するための社内体制を整備

する。

③　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ア　取締役会および「経営会議」等重要事項を審議する会議体における議事の経過の要領およびそ

の結果については、法令および社内規程の定めるところに従って議事録を作成し、適切に保存・
管理する。

イ　重要事項に係る決裁書等、職務の執行にかかわる重要な文書等については、適切に作成・保存・
管理する。

④　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　「リスク管理規程」を制定し、同規程に従って会社業務に関するリスク情報の収集と分析を行い、
リスクを網羅的・統括的に管理し、必要に応じ適切な会議体において確認評価し、その対処方針を
審議・決定する。
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⑤　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　社内規程に基づく職務権限・意思決定ルールにより、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体
制を整備する。

⑥　当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
ア　子会社の経営については「関係会社管理規程」に従い、その自主性を尊重しつつ、重要な意思

決定に際しては当社主管部門・本社部門と協議､重要事項の報告などが行なわれる体制を整備する
とともに、一定金額を超える設備投資や財産処分行為他については、当社の取締役会または「連
結経営会議」における承認を要求することで、グループ一体運営を図ることとする。

イ　子会社に対して、適宜取締役または監査役を派遣し、子会社の取締役会へ出席するとともに、
子会社の経営を管理・監督する。

ウ　当社および子会社は、各社の「リスク管理規程」に従い、会社を取り巻くリスクを把握して評
価を行い、適切な予防保全策を立案・実行する統制活動（リスク管理活動）を推進する。

エ　当社「コンプライアンス委員会」をグループ企業全体のコンプライアンスの助言機関とし、同
時に子会社は、それぞれ業務の適正の確保に必要なコンプライアンス体制を整備する。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合には、監査役の職務遂行を補助す
るための使用人を監査室に置く。

⑧　前号の使用人の取締役からの独立性ならびに使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
ア　当該使用人の人事異動および業績評価については、監査役と事前に協議する。
イ　当該使用人は「監査役監査規程」に従い、監査役の指示を受けて監査役監査に係る補助業務等

を行なう。なお、監査役監査に係る補助業務等の遂行にあたっては、取締役および使用人はこれ
を妨げず、監査役の指示の実効性確保に協力する。

⑨　監査役への報告に関する体制
ア　取締役、使用人および子会社の取締役、監査役、使用人ならびにこれらの者から報告を受けた

者は、職務執行に関して重大な法令、定款違反もしくは不正行為の事実、または会社に著しい損
害を及ぼすおそれある事実を知ったときは、遅滞なく監査役または監査役会に報告する。

イ　取締役、使用人および子会社の取締役、監査役、使用人は、監査役会および監査役から要請が
あった場合のほか、必要に応じて、職務の執行、コンプライアンスおよびリスク管理等の状況に
ついて、監査役または監査役会に報告する。

⑩　監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する
ための体制
　「内部通報システム」における内部通報者の不利益待遇の禁止と同様に、監査役に報告を行なっ
た者が不利な取扱いを受けないことを「コンプライアンス規程」に定め、その周知徹底を図る。
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⑪　監査役の職務の執行等について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査役がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の支払い等の請求をしたときは、
当該請求が監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用または債
務を処理する。なお、監査役および監査役会は、職務上必要と認める費用について、毎年、あらか
じめ一定額の予算を計上する。

⑫　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ア　代表取締役は、監査役と可能なかぎり会合を持ち、業務報告とは別に会社運営に関する意見の

交換のほか、意思の疎通を図るものとする。
イ　取締役会は、業務の適正を確保するうえで重要な業務執行の会議への監査役の出席を確保する。

（２）会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社グループにおける会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は、以下のとおり
であります。

①　取締役の職務執行
　当社は、取締役会を原則として月１回開催し、重要事項の決定や取締役の業務執行状況の監督等
を行っております。当連結会計年度については臨時を含めて19回開催しております。また、社外取
締役は、取締役会に出席して適宜忌憚のない意見を述べ、経営の監視・監督に努めるとともに、監
査役との定期的な意見交換によってその職務の実効性を高めております。
　さらに、事業戦略や業務執行に関わる重要事項を適切かつ効率的に審議する場として、業務執行
取締役および常勤監査役で構成される「経営会議」を開催し、自由・闊達な議論を行っております。
同会議における審議事項は必要に応じて、取締役会に審議事項もしくは報告事項として上程してお
ります。

②　コンプライアンス
　重要コンプライアンス事案が判明した場合に、原因の分析および再発防止策の決定にあたり、社
外取締役を中心とした委員が助言を行う機関である「コンプライアンス委員会」ついては、当該事
業年度は開催いたしませんでした。
　当該事業年度においても、リスク管理の一環として、重大な法令違反の発生防止に努めるととも
に改善活動を行いました。今後とも体制整備および運用に鋭意注力してまいります。

③　リスクの管理体制
　当社は、コンプライアンスを含めた、グループ経営に重大な影響を及ぼすリスク項目を設定・分
析し、発生防止策を策定しております。半期に１回開催する「リスク管理会議」において、当期活
動の評価および次期活動計画を審議・決定するとともに、その結果を取締役会に報告し、社外取締
役・監査役等から必要な助言を受けております。
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④　子会社の管理体制
　「関係会社管理規程」に基づき、当社主管部門による子会社の管理が合理的かつ効果的であるよ
う図っております。また、「連結経営会議」において重要事項を審議決裁するとともに、取締役会
において経営状況についての報告を受けております。

⑤　監査役の責務
　監査役は、監査役会を原則月１回開催して情報共有を行っております。当連結会計年度について
は臨時を含めて14回開催しております。また、内部監査の担当部署である監査室との緊密な連携を
保ちつつ、内部監査の結果について報告を受けております。さらに、取締役会や「経営会議」等の
重要な会議に出席し、適宜問題提起を行い、業務執行が適切に行われているかの確認および監査の
実効性の向上を図っております。
　監査役は、監査室との連携のみならず当社および子会社の代表取締役、取締役ならびに会計監査
人との適宜な意見交換により、経営の健全化に努めております。

　事業報告中の記載金額および株数は、表示単位未満の端数を切り捨てております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 47,222 百万円 負 債 の 部 26,020 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
預 け 金
受取手形及び売掛金
製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

21,473
204
62

7,069
3,455
4,625
5,645

417
△7

25,749
23,211
3,829
7,214
8,489
3,218

459
390
380

9
2,147

796
530
588
261

△28

流 動 負 債 19,627
支払手形及び買掛金 2,691
電 子 記 録 債 務 3,496
短 期 借 入 金 9,869
長期借入金(１年以内返済) 215
未 払 金 210
未 払 費 用 1,054
未 払 法 人 税 等 102
賞 与 引 当 金 415
営 業 外 支 払 手 形 452
そ の 他 1,118

固 定 負 債 6,392
長 期 借 入 金 1,115
役員退職慰労引当金 75
退職給付に係る負債 3,684
土地再評価に係る
繰 延 税 金 負 債 990
そ の 他 526

純 資 産 の 部 21,202
株 主 資 本 19,260

資 本 金 15,669
資 本 剰 余 金 1,139
利 益 剰 余 金 2,489
自 己 株 式 △39

その他の包括利益累計額 1,942
その他有価証券評価差額金 72
土 地 再 評 価 差 額 金 2,153
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額 △283

資 産 合 計 47,222 負債・純資産 合計 47,222
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連 結 損 益 計 算 書
（ 2019年 4 月 1 日から ）2020年 3 月31日まで

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 37,287
売 上 原 価 33,226

売 上 総 利 益 4,060
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 4,066

営 業 損 失 △5
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 80
受 取 賃 貸 料 74
保 険 配 当 金 33
そ の 他 の 収 益 32 220

営 業 外 費 用
支 払 利 息 63
売 上 債 権 売 却 損 17
た な 卸 資 産 処 分 損 6
出 向 者 人 件 費 負 担 金 35
そ の 他 の 費 用 30 152
経 常 利 益 62

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 1
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2
補 助 金 収 入 59 64

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 136
固 定 資 産 圧 縮 損 58
投 資 有 価 証 券 売 却 損 4
投 資 有 価 証 券 評 価 損 40
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 0 239
税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 △113
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 39
法 人 税 等 調 整 額 △104 △64
当 期 純 損 失 △49
親会社株主に帰属する当期純損失 △49

－ 30 －

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書
（ 2019年 4 月 1 日から ）2020年 3 月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本
剰 余 金

利 益
剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本

合 計

当 期 首 残 高 15,669 1,139 2,758 △38 19,529

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △219 △219
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △49 △49

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － △269 △0 △269
当 期 末 残 高 15,669 1,139 2,489 △39 19,260

その他の包括利益累計額
純 資 産 合 計そ の 他

有 価 証 券
評 価 差 額 金

土 地 再 評 価
差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 123 1,360 △324 1,159 20,688

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △219
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 損 失 △49

自 己 株 式 の 取 得 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △50 792 41 783 783

当 期 変 動 額 合 計 △50 792 41 783 514
当 期 末 残 高 72 2,153 △283 1,942 21,202

－ 31 －

連結株主資本等変動計算書
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部 38,658 百万円 負 債 の 部 18,692 百万円

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 輌 及 び 運 搬 具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
関 係 会 社 出 資 金
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

16,739
132
667

4,856
1,385
4,331
4,871

131
109
253

21,919
17,996
1,886

550
4,978

64
301

7,083
3,131

342
4

338
3,579

764
1,679

1
9

590
377
176

△20

流 動 負 債 15,133
支 払 手 形 229
買 掛 金 1,756
電 子 記 録 債 務 2,489
短 期 借 入 金 8,423
リ ー ス 債 務 4
未 払 金 147
未 払 費 用 702
未 払 法 人 税 等 76
未 払 消 費 税 等 307
賞 与 引 当 金 200
そ の 他 795

固 定 負 債 3,558
長 期 借 入 金 1,000
退 職 給 付 引 当 金 1,671
土地再評価に係る
繰 延 税 金 負 債 593
リ ー ス 債 務 8
資 産 除 去 債 務 35
長 期 預 り 金 250

純 資 産 の 部 19,966
株 主 資 本 18,837

資 本 金 15,669
資 本 剰 余 金 1,139

資 本 準 備 金 1,139
利 益 剰 余 金 2,067

利 益 準 備 金 117
その他利益剰余金 1,950

繰越利益剰余金 1,950
自 己 株 式 △39

評価・換算差額等 1,128
その他有価証券評価差額金 71
土地再評価差額金 1,056

資 産 合 計 38,658 負債・純資産合計 38,658

－ 32 －

貸借対照表
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損 益 計 算 書
（ 2019年 4 月 1 日から ）2020年 3 月31日まで

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 24,327
売 上 原 価 22,691

売 上 総 利 益 1,636
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,902

営 業 損 失 △266
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 433
受 取 賃 貸 料 240
そ の 他 の 収 益 53 727

営 業 外 費 用
支 払 利 息 48
出 向 者 人 件 費 負 担 金 79
貸 与 資 産 減 価 償 却 費 109
そ の 他 の 費 用 43 280
経 常 利 益 180

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 2
補 助 金 収 入 59 63

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 86
固 定 資 産 圧 縮 損 58
投 資 有 価 証 券 売 却 損 4
投 資 有 価 証 券 評 価 損 40 189
税 引 前 当 期 純 利 益 53
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △33
法 人 税 等 調 整 額 △158 △191
当 期 純 利 益 245

－ 33 －

損益計算書
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株主資本等変動計算書
（ 2019年 4 月 1 日から ）2020年 3 月31日まで

（単位：百万円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己
株 式

株 主
資 本
合 計資 本

準 備 金
資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

そ の 他
利 益
剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金

当 期 首 残 高 15,669 1,139 1,139 95 1,946 2,041 △38 18,812

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 21 △241 △219 △219

当 期 純 利 益 245 245 245

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － 21 3 25 △0 25

当 期 末 残 高 15,669 1,139 1,139 117 1,950 2,067 △39 18,837

評価・換算差額等

純 資 産
合 計その他有価

証 券 評 価
差 額 金

土地再評価
差 額 金

評 価 ・
換 算
差 額 等
合 計

当 期 首 残 高 111 263 374 19,187

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △219

当 期 純 利 益 245

自 己 株 式 の 取 得 △0
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) △39 792 753 753

当 期 変 動 額 合 計 △39 792 753 779

当 期 末 残 高 71 1,056 1,128 19,966

－ 34 －

株主資本等変動計算書
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2020年５月11日
日本高周波鋼業株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 坂 善 章 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 野 研 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 大 輔 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、日本高周波鋼業株式会社の2019年
４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対
照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、日本高周波鋼業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連
結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

強調事項
　連結注記表の会計方針の変更に関する注記に記載されているとおり、たな卸資産のうち一
部の貯蔵品の評価方法については、従来、購入時に費用処理する方法を採用していたが、当
連結会計年度末より、期末日に実地棚卸で把握した貯蔵品を資産計上することにより使用分
を費用処理する方法に変更している。

－ 35 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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　この変更により、従来の方法と比べて、当連結会計年度末の原材料及び貯蔵品は1,106百
万円増加しており、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ1,106百万
円増加している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

－ 36 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
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・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい
るかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及
び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 37 －
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招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

2020/05/21 17:37:12 / 19597470_日本高周波鋼業株式会社_招集通知（Ｃ）

会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

2020年５月11日
日本高周波鋼業株式会社

取 締 役 会　御中
有限責任 あずさ監査法人
　東京事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 上 坂 善 章 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 石 野 研 司 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田 大 輔 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、日本高周波鋼業株式会社の
2019年４月１日から2020年３月31日までの第95期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計
算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　個別注記表の会計方針の変更に関する注記に記載されているとおり、たな卸資産のうち一
部の貯蔵品の評価方法については、従来、購入時に費用処理する方法を採用していたが、当
事業年度末より、期末日に実地棚卸で把握した貯蔵品を資産計上することにより使用分を費
用処理する方法に変更している。
　この変更により、従来の方法と比べて、当事業年度末の原材料及び貯蔵品は974百万円増
加しており、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ974百万円増加している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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会計監査人の監査報告書
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計
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算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監
査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど
うかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実
施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容につ
いて報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第95期事業年度の取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意
見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境
の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事
業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社
の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の
報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社からなる企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ
ム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意した事項及び同号ロの
判断及び理由については、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につ
いて検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。それらをもとに会計監査人の評価表を策定し、監査状況について
検証しました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係わる事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに
連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘す
べき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに当たり当社の
利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益を害さないかどうかについ
ての取締役会の判断及びその理由について、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2020年５月11日
日本高周波鋼業株式会社　監査役会

常勤監査役 久 留 島 　 靖 　 章 ㊞
監査役 中 條 芳 治 ㊞
社外監査役 松 本 博 明 ㊞
社外監査役 小 原 孝 秀 ㊞

以　上
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メモ欄
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株主総会会場ご案内図
会場：東京都千代田区神田錦町三丁目28番地

学士会館　２階　210号会議室
TEL 03-3292-5936

神保町駅

至水道橋駅

三省堂書店
集英社

A９出口

学士会館共立女子大学

学術総合センター
如水会館

興和一橋ビル

首都高速道路
パレスサイドビル

至代官町
インター

至北の丸公園 皇居

竹橋駅
お濠 お濠

至大手町

丸紅
至神田橋
インター

至
九
段
下

至
淡
路
町
駅

至
神
田
駅

至
御
茶
ノ
水
駅靖国通り

白
山
通
り

地下鉄東西線
３a出口

地下鉄 都営三田線 都営新宿線 東京メトロ半蔵門線 神保町駅
(Ａ９出口) 徒歩１分

地下鉄 東京メトロ東西線 竹橋駅 (３ａ出口) 徒歩５分

駐車場の用意がございませんので、公共の交通機関をご利用くださいますよう
お願い申し上げます。

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

地図




